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研究要旨： 

 今後の精神保健医療のプロセスと資源活用を考える際、まず精神保健医療の全国的な動向

をレビューしておくことは、必要な要素と考え、患者調査の目的外集計を用いて、近年の精神

病床の入院患者のトレンドを分析した。その結果、精神病床に入院する患者は高齢化が進んで

いること、およそ 60 歳までの若年者では年々入院者数が減ってきていることがわかった。統

合失調症患者は特に若年層では全体の傾向を反映していることがわかったが、高齢者において

は認知症患者の入院が多いため、全体の傾向を反映しがたいこともわかった。また、統合失調

症は過去 1960 - 70 年代の病床増加の時代に入院した 20-30 歳代の者が、そのまま長期入院で

経過していることが想定された。一律な地域移行の取組よりも、これら過去の長期在院者と近

年の若年者の二群に分けたアプローチが、さらには地域における傾向の把握が、各々のストレ

ングスを活かした地域精神保健医療のプロセスをより明確にしていくであろうと考えられた。 

さらに、現状把握のための方策として、全国のレセプトデータベース (ナショナルデータベー

ス 以下 NDB) を用いて、地域ごとの医療特性の描出を行った。 

 

現実のものとなっている高齢化・人口減少・過疎化の中で、長い年月をかけて様々に形成さ

れてきた地域毎の精神医療の成り立ちを踏まえたより現実的かつ効率的な対応が求められる。

平成 28,29 年度には、本研究代表者 (竹島正) が行った大阪、鹿児島、神奈川における研究

会、および研究班会議で話題提供を行い、意見を収集した。 

大阪府においては、府内の病床の偏在に起因する、病院所在地だけではわからない医療需要

の動向が明確になった。鹿児島県においては、過疎地域を支える小規模病院が点在しており、

それらが高齢化した精神障害者の身体医療も担っていることが聞かれた。地域毎の特性に応じ

て発達し維持されてきた必要な医療機能を抽出し、活かしていくことが必要と思われ、そのた

めに必要なデータ提示をすることが求められる。また、2 次医療圏ごとに示された診療実績デ

ータを地域医療計画の企画立案やモニタリングで活用していくために、重層的な研修体制や円

卓的なステークホルダーの合意の場が必要であると考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

 わが国の人口構成は、高齢化が進み、2015

年から減少に舵を切ったといわれている。ま

た社会増減においても、都市部への人口流入

が続いている 1。その環境の中、地域の精神

医療を支えてきた医療機関・保健福祉システ

ムも、地域の実情に応じた対応が求められて

いくことが予測される。 

 一方で、長い年月をかけて様々に形成され

てきた地域毎の精神医療の成り立ちについて

は、その理解と配慮を踏まえないと、現実的

かつ効率的な対応が難しいとも思われる。 

 そのような前提の下、地域の精神医療の現

状をいかに把握し、理解し、次に進めていく

かについて考えるのが本研究班の役割と認識

している。その中で精神保健医療の全国的な

動向をレビューしておくことは、地域のニー

ズに対応した地域のストレングスを活かした

地域精神保健医療の開発プロセスを明らかに

するための、前提・コントロールとして必要
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な要素と考える。 

本研究では、患者調査の目的外集計を用い

て、近年の精神病床の入院患者のトレンドを

分析した。このトレンドを用いて、医療計画

における必要病床数の算定における近年の変

化を加味した分析を試みることで、精神保健

医療改革モデルの達成のためのプロセスモデ

ルを考える提示することに繋がると考える。

また、全国のレセプトデータベース (ナショ

ナルデータベース 以下 NDB) を用いて、

地域ごとの医療特性の描出を試みることとし

た。 

 

Ｂ．研究方法 

 患者調査の目的外集計では、厚生労働省が

実施する「患者調査」の調査票の目的外利用

に関して統計法に基づく申請をし、平成8, 11, 

14, 17, 20, 23, 26 年の病院入院(奇数)票の全ケ

ースにおける一部項目のデータ提供を受けた。 

 集計方法は、調査日に精神病床に入院する

推計患者数を年齢階級 (3 歳) ごとについて

全対象および統合失調症患者ごとに集計した。

年齢階級での入院率を算出するため、総務省

人口推計から各年 10 月 1 日時点の年齢別推

計人口を用いた。また、入院率の変化の傾向

をみるため、統合失調症に関して、成人にお

ける平成 26 年と 20 年、20 年と 14 年、14 年

と 8 年の年齢階級ごとの入院率の変化を集計

し、その年齢階級による直線回帰式を算出し

た。なお、患者調査は 500 床未満の病院では

生年月日の末尾が奇数の患者を、500～599 床

の病院の入院・外来患者については生年月日

の末尾が 1,3,5,7 日の患者について、600 床以

上の病院については生年月日の末尾が 3,5,7

日の患者について調査されている。各個票に

調整係数があり、それを乗することで病院の

入院については二次医療圏まで患者数推計が

できるとされている。また、主診断は ICD-10

コード 4 ケタまで記載されており、統合失調

症患者の抽出においては、F コード 200 番台

をすべて対象とした。 

 次に NDB においては、全国のすべての医療

保険を用いた診療行為、投薬、診断等の情報

は、医療費支払い機関にレセプト情報として

毎月電子的にあげられる。その情報をすべて

格納したレセプトデータベースについて、厚

生労働省保険局が行政利用・研究目的で、審

査の上データ提供している。 

 本研究では、平成 28 年 9 月に厚生労働

省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保

健課が借り受けた、平成 26 年 1 月から 27 年

12 月までの精神医療にかかるレセプトデー

タを利用した研究「厚生労働行政推進調査事

業 精神科医療提供体制の機能強化を推進す

る政策研究 (研究代表者 山之内芳雄)」が

公表した成果物を活用した。用いた成果物は、 

 精神病床に入院している患者について、

2 次医療圏ごとに、平成 27 年 6 月 30 日

時点での入院期間 1年未満の入院患者数

と 1 年以上の患者数、 

 平成 26 年 6 月入院者の日ごとの退院率

と、同月退院者の日ごとの再入院率 

 地域の精神科入院の状況がわかるべく

これら数値をグラフ上に組み合わせた

もの 

である。 

また、同研究で行った平成 29 年 630 調査

の暫定値を用いた市区町村別 x 患者住所値/ 

病院所在地別の入院患者数も提示した。なお、

各研究会で表示した図表に関しては、今年度

の「精神科医療提供体制の機能強化を推進す

る政策研究」で報告することとし、本報告書

には掲載しない。 

 これらを用いて、本研究代表者 (竹島正) 

が行った大阪、鹿児島、神奈川における研究

会、および研究班会議で話題提供を行い、意

見を収集した。鹿児島県で提示した資料を巻

末に掲載した。 

  

Ｃ．研究結果全入院患者の年齢階級別分布

を図 1 に示した。調査年を経るごとに、ピー

クとなる年齢が高くなり、また全体的な高さ

も低くなっている。ピーク年齢までの若年層

では、年々数が減ってきているが、ピーク年
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齢以降の高齢者では年々数が増えている。次

に、統合失調症におけるものを図 2 に示し

た。全患者のものと同様の傾向であり、ピー

ク年齢後の増え方が大きいように見える。 

次に、各年齢階級における人口 10 万人当

たりの入院率を図 3, 4 に示した。高齢者の

入院率は、一旦 65 歳あたりでピークを迎

え、その後漸減するものの再び 70 歳代終盤

以降で伸びている。しかし、統合失調症では

50-60 歳代のピークより高齢では、入院率は

下がる。また、50-60 歳代までは調査年を経

るごとに入院率はほぼ一定に低下している。

ピークより高齢では入院率は上昇するが、若

年者の低下よりも鈍い。 

最後に統合失調症において、統計数が安定

している成人における年代別の入院率の変化

を集計し図 5 に示した。平成 26 年から 20

年、平成 14 年から 8 年の各年齢階級の変化

を直線回帰式で示し、回帰式が 1 倍を交差す

る年齢を算出した。これによると、およそ

60 歳までは平成 8 年以降入院率が減少して

いる傾向が続いている。高齢者では逆に増加

傾向であるが、増加に転じる年齢は高齢化し

てきており、平成 8 年から 14 年の変化では

およそ 64 歳で増加に転じたものが、平成 26

年から 20 年の変化では、およそ 74 歳に上昇

した。 

NDB や平成 29 年 630 調査の集計値につい

ては、各研究会において、NDB データの信

頼性について説明し、次いで前述の項目に関

して、全国値と地方値を示した。その上で、

各地域におけるデータから見える考察と、今

後の地域精神医療の展開に関して意見を聴取

した。各回の研究会参加者は、研究代表者の

報告書に示してある。 

 NDB データの信頼性に関しては、生活保

護による医療を受けた者のデータが欠如して

いること、「精神科医療提供体制の機能強化

を推進する政策研究」および本研究での利用

を目的に、統計法に基づき厚生労働省大臣官

房統計情報部より目的外利用申請をして受領

した平成 26 年患者調査から生活保護者の精

神病床入院者に占める割合を都道府県別に算

出して、それを割り戻したことにより、推計

したことを報告した。患者調査による精神病

床入院患者の生活保護率は全国値で 17%であ

り、NDB による精神病床に入院する 1 年以

上の患者数は、131,071 人であった。このた

め、按分した推定の 1 年以上患者数は、

157,917 人であった。この推定値の大阪府・

鹿児島県につき、表 1 に示した。長期入院者

が鹿児島県は全国値と比べて多いことに関し

て、過疎地域の病院点在、通院交通の不便、

身体的な医療も担う傾向にある、届出病床で

はなく実入院患者数で見ることの重要性に関

する意見を得た。 

 退院と再入院に関しては、各地域において

急性期医療が進んでいる地域では、早期の退

院率が高かった。これと再入院率をあわせる

ことで、例えば退院を早期にさせても高い比

率で再入院すれば、地域定着が図れていない

のではないか、という問題提起をした。研究

会では再入院率に関して、早期退院した者と

長期入院の後退院したものを区別して表示し

たほうが課題解決の手法として望ましい意見

を得た。 

 また、この他大阪府では病院所在地だけで

なく、大阪市などの大都市部に所在するサテ

ライトクリニックを加味した医療需要の把握

が必要であること、そしてそれは鹿児島県で

はほとんど考慮する必要がないことがわかっ

た。 

Ｄ．考察 

 本研究では、患者調査の目的外集計を用い

て、近年の精神病床の入院患者のトレンドを

分析した。図 1 からわかることとして精神病

床に入院する患者は高齢化が進んでいるこ

と、およそ 60 歳までの若年者では年々入院

者数が減ってきていることがわかった。図 2

からは、統合失調症患者は特に若年層で全体

の傾向を反映していることがわかったが、高

齢者においては認知症患者の入院が多いた

め、全体の傾向を反映しがたいこともわかっ

た。また、図 2,4 から統合失調症は過去
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1960 - 70 年代の病床増加の時代に入院した

20-30 歳代の者が、そのまま長期入院で経過

していることが想定された。図 2 のピークの

年代が調査を経るごとに 1 つずつ高齢に移動

していることからも想定ができる。一方で、

病床増加がなくなった 2000 年以降に 20-30

歳代だった者の入院率は、年を追うごとに減

ってきている。地域定着が進んだこと、入院

しなくてもよくなったことがこういった年代

に効果として現れていると考える。 

さて、精神医療の改革プロセスを今後検討

する際、統合失調症の入院患者の二群に分け

た検討が必要ではないかと考える。1960 - 

70 年代に入院した一群の多くは、地域移行

の施策が始まる前にすでに長期入院となって

おり、これらの多くはそのまま入院を続けて

いるのではないかと今回の分析からも考えら

れたからである。一方で病床増加がなくなっ

た 2000 年以降に成人期を迎えた世代とは異

なる入院率の傾向を表していると考えられ

る。目的外集計の提供データ項目を増やすこ

と等で、その分析が可能になると考えられ、

さらなる分析を試みたい。 

最後に、研究会での使用においては、多岐

にわたる膨大なデータを理解して傾向を把握

するには、インターフェイスの改善ととも

に、理解を促す研修等の仕組みも必要と考え

られた。データの概要を理解した上で、医療

プロセスにおける円卓的な話し合いの場が必

要であると考える。 

Ｅ．結論 
 精神保健医療の全国的な動向をレビューし

ておくことは、地域のニーズに対応した地域

のストレングスを活かした地域精神保健医療

の開発プロセスを明らかにするための、前

提・コントロールとして必要な要素と考え、

患者調査の目的外集計を用いて、近年の精神

病床の入院患者のトレンドを分析した。統合

失調症の長期入院者は 1960 - 70 年代の病床

が増加した時代から長期入院していることが

予測され、高齢化が進んでいる。一方で、

2000 年以降に 20-30 歳代になった若年層で

は年々入院率が減少している。一律な地域移

行の取組よりも、これら二群に分けたアプロ

ーチが、さらには地域における傾向の把握

が、各々のストレングスを活かした地域精神

保健医療のプロセスをより明確にしていくで

あろうと考える。また、地域毎の特性に応じ

て発達し維持されてきた必要な医療機能を抽

出し、活かしていくことが必要と思われ、そ

のために必要なデータ提示をすることが求め

られ、重層的な研修体制や円卓的なステーク

ホルダーの合意の場が必要であると考えられ

た。 
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精神科医療と精神保健福祉の協同．精神

保健医療福祉白書編集委員会編，中央法

規出版，pp24，東京，20151220 

山之内芳雄，松本善郎，阪内英世，天賀

谷隆，渡辺純一，木ノ元直樹，松田文雄：

病院管理学．病院管理（中），公益社団法

人 日本精神科病院協会 通信教育分科

会，東京，pp1-6，20150701 

 

2．学会発表 

山之内芳雄：精神疾患の医療計画への

追加の意義と効果 地域医療連携の必

要性と可能性と効果の観点から考察す

る, 神奈川, 20140626 

山之内芳雄，佐藤真希子，平田豊明，

伊藤弘人：精神科救急病棟における医

療の質に関する予備的検討, 第 110 回日

本精神神経学会学術総会, 神奈川, 

20140627 

山之内芳雄：精神疾患の医療計画をめ

ぐる動向, 第 22 回日本精神科救急学会

学術総会, 北海道, 20140906 

山之内芳雄：医療計画等に関して, 日本

精神神経学会, 東京, 20170611 

山之内芳雄：インカムにつなげる医療

計画の活用, 第 6 回日本精神科医学会学

術大会, 広島, 20171012 

山之内芳雄：｢次世代の国立病院機構精

神科医療｣ 将来の精神医療の状況, 第

71 回国立病院総合医学会, 香川, 

20171110 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録（予定を含む） 

１．特許取得 なし 
２．実用新案登録 なし 
３．その他 なし
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